
JP 5727094 B2 2015.6.3

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信の方法であって、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定すること
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガすることと、を備える方法。
【請求項２】
　前記トリガすることは、前記現在のＰ－ＭＰＲと前記前のＰ－ＭＰＲとの変化がしきい
値を超えており、前記前のＰ－ＭＰＲが最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲであ
ることに基づいて前記ＰＨＲのトリガをリプレースする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいて変化したか否かと、前記変化が示された
場合、前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいてどのように変化したのかとを示すこ
と、をさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける現在のＰ－
ＭＰＲによって影響されるか否かを示すこと、をさらに備える請求項３に記載の方法。
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【請求項５】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供することを備える、請求
項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否か
を示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加した場合に、インジケーションを提供することを備える、請求項４に記載の方
法。
【請求項７】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否か
を示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで減少した場合に、インジケーションを提供することを備える、請求項４に記載の方
法。
【請求項８】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否か
を示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響された場合に
インジケーションを提供することを備える、請求項４に記載の方法。
【請求項９】
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、請求項３に記載の方法。
【請求項１０】
　無線通信の方法であって、
　イボルブド・ノードＢ（ｅＮｏｄｅＢ）に、電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電
力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）において変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記ｅＮｏｄｅＢに、前記Ｐ－ＭＰＲが前記ＰＨＲにおいて
どのように変化したのかを示すことと、
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響され
ず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを
示す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加も減少もしていない場合に、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃは、前記ＰＨＲに
おけるインジケーションを設定することにより、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－ＭＰＲによ
って影響されるか否かを示すことと、
　前記ｅＮｏｄｅＢに、前記ＰＨＲを送信することと、を備える方法。
【請求項１１】
　前記インジケーションは、００の値に設定されるフィールドである、請求項１０に記載
の方法。
【請求項１２】
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　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加した場合
に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを０１の値に設定することによって
示される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少した場合
に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを１０の値に設定することによって
示される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１４】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響された場合に、前記
ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを１１の値に設定することによって示される
、請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、請求項１０に記載の方法。
【請求項１６】
　無線通信の方法であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）値をレポートせよとの要求をイボルブド・ノード
Ｂから受信することと、
　前記Ｐ－ＭＰＲ値に関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信
することと、
　ここで、前記ＰＨＲは、インジケーションフィールドを含む、
　ここで、前記インジケーションフィールドは、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣ

ＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃ

が、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示す最後のレポートから、前記Ｐ－Ｍ
ＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少もしていない場合に、
前記インジケーションフィールドは、００の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加した場合に、前記インジケーションフィールドは、０１の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で減少した場合に、前記インジケーションフィールドは、１０の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受ける
場合に、前記インジケーションフィールドは、１１の値に設定される、
を備える方法。
【請求項１７】
　無線通信のための装置であって、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定する手段
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
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　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガする手段と、を備える装置。
【請求項１８】
　前記トリガする手段は、前記現在のＰ－ＭＰＲと前記前のＰ－ＭＰＲとの変化がしきい
値を超えており、前記前のＰ－ＭＰＲが最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲであ
ることに基づいて前記ＰＨＲのトリガをリプレースする、請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいて変化したか否かを示す手段と、
　前記変化が示された場合、前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいてどのように変
化したのかとを示す手段と、をさらに備える請求項１７に記載の装置。
【請求項２０】
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける現在のＰ－
ＭＰＲによって影響されるか否かを示す手段、をさらに備える請求項１９に記載の装置。
【請求項２１】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を
受けることを示す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失
変化しきい値以上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供する、請
求項２０に記載の装置。
【請求項２２】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を
受けることを示す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失
変化しきい値以上まで増加している場合に、インジケーションを提供する、請求項２０に
記載の装置。
【請求項２３】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を
受けることを示す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失
変化しきい値以上まで減少している場合に、インジケーションを提供する、請求項２０に
記載の装置。
【請求項２４】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響された場合にインジケーションを提供する、請求項２０に記載の装置。
【請求項２５】
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、請求項１９に記載の装置。
【請求項２６】
　無線通信のための装置であって、
　イボルブド・ノードＢ（ｅＮｏｄｅＢ）に、電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電
力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）において変化したか否かを示す手段と、
　前記変化が示された場合、前記ｅＮｏｄｅＢに、前記Ｐ－ＭＰＲが前記ＰＨＲにおいて
どのように変化したのかを示す手段と、
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響され
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ず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを
示す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加も減少もしていない場合に、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃは、前記ＰＨＲに
おけるインジケーションを設定することにより、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－ＭＰＲによ
って影響されるか否かを示す手段と、
　前記ｅＮｏｄｅＢに、前記ＰＨＲを送信する手段と、を備える装置。
【請求項２７】
　前記インジケーションは、００の値に設定されるフィールドである、請求項２６に記載
の装置。
【請求項２８】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前
記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最
後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加
した場合に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを０１の値に設定する、請
求項２６に記載の装置。
【請求項２９】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前
記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最
後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少
した場合に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを１０の値に設定する、請
求項２６に記載の装置。
【請求項３０】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響された場合
に前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを１１の値に設定する、請求項２６に
記載の装置。
【請求項３１】
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、請求項２６に記載の装置。
【請求項３２】
　無線通信のための装置であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）値をレポートせよとの要求をイボルブド・ノード
Ｂから受信する手段と、
　前記Ｐ－ＭＰＲ値に関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信
する手段と、
　ここで、前記ＰＨＲは、インジケーションフィールドを含む、
　ここで、前記インジケーションフィールドは、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣ

ＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃ

が、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示す最後のレポートから、前記Ｐ－Ｍ
ＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少もしていない場合に、
前記インジケーションフィールドは、００の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加した場合に、前記インジケーションフィールドは、０１の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
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す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で減少した場合に、前記インジケーションフィールドは、１０の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受ける
場合に、前記インジケーションフィールドは、１１の値に設定される、を備える装置。
【請求項３３】
　無線通信のための装置であって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　前記少なくとも１つのプロセッサに接続されたメモリとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定すること
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガすることと、を実行するように構成された、装置。
【請求項３４】
　前記トリガすることは、前記現在のＰ－ＭＰＲと前記前のＰ－ＭＰＲとの変化がしきい
値を超えており、前記前のＰ－ＭＰＲが最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲであ
ることに基づいて前記ＰＨＲのトリガをリプレースする、請求項３３に記載の装置。
【請求項３５】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、
　前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいて変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいてどのように変
化したのかとを示すことと、を実行するように構成された、請求項３３に記載の装置。
【請求項３６】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭ

ＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示すこと
、をさらに実行するように構成された、請求項３５に記載の装置。
【請求項３７】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供するように構成された、
請求項３６に記載の装置。
【請求項３８】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加した場合に、インジケーションを提供するように構成された、請求項３６に記
載の装置。
【請求項３９】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以



(7) JP 5727094 B2 2015.6.3

10

20

30

40

50

上まで減少した場合に、インジケーションを提供するように構成された、請求項３６に記
載の装置。
【請求項４０】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響された場合に
インジケーションを提供するように構成された、請求項３６に記載の装置。
【請求項４１】
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、請求項３５に記載の装置。
【請求項４２】
　無線通信のための装置であって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　前記少なくとも１つのプロセッサに接続されたメモリとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　イボルブド・ノードＢ（ｅＮｏｄｅＢ）に、電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電
力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）において変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記ｅＮｏｄｅＢに、前記Ｐ－ＭＰＲが前記ＰＨＲにおいて
どのように変化したのかを示すことと、
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響され
ず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを
示す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加も減少もしていない場合に、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃは、前記ＰＨＲに
おけるインジケーションを設定することにより、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－ＭＰＲによ
って影響されるか否かを示すことと、
　前記ｅＮｏｄｅＢに、前記ＰＨＲを送信することと、を実行するように構成された、装
置。
【請求項４３】
　前記インジケーションは、００の値に設定されるフィールドである、、請求項４２に記
載の装置。
【請求項４４】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加した場合
に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを０１の値に設定するように構成さ
れた、請求項４２に記載の装置。
【請求項４５】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少した場合
に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフィールドを１０の値に設定するように構成さ
れた、請求項４２に記載の装置。
【請求項４６】
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前
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記現在のＰ－ＭＰＲによって影響された場合に、前記ＰＨＲにおけるインジケーションフ
ィールドを１１の値に設定するように構成された、請求項４２に記載の装置。
【請求項４７】
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、請求項４２に記載の装置。
【請求項４８】
　無線通信のための装置であって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　前記少なくとも１つのプロセッサに接続されたメモリとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）値をレポートせよとの要求をイボルブド・ノード
Ｂから受信することと、
　前記Ｐ－ＭＰＲ値に関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信
することと、
　ここで、前記ＰＨＲは、インジケーションフィールドを含む、
　ここで、前記インジケーションフィールドは、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣ

ＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃ

が、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示す最後のレポートから、前記Ｐ－Ｍ
ＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少もしていない場合に、
前記インジケーションフィールドは、００の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加した場合に、前記インジケーションフィールドは、０１の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で減少した場合に、前記インジケーションフィールドは、１０の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受ける
場合に、前記インジケーションフィールドは、１１の値に設定される、
を実行するように構成された、装置。
【請求項４９】
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定すること
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガすることと、をコンピュータに実行させるためのコードを記憶したコン
ピュータ読取可能な記憶媒体。
【請求項５０】
　イボルブド・ノードＢ（ｅＮｏｄｅＢ）に、電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電
力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）において変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記ｅＮｏｄｅＢに、前記Ｐ－ＭＰＲが前記ＰＨＲにおいて
どのように変化したのかを示すことと、
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響され
ず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを
示す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加も減少もしていない場合に、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃは、前記ＰＨＲに
おけるインジケーションを設定することにより、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－ＭＰＲによ
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って影響されるか否かを示すことと、
　前記ｅＮｏｄｅＢに、前記ＰＨＲを送信することと、をコンピュータに実行させるため
のコードを記憶したコンピュータ読取可能な記憶媒体。
【請求項５１】
　前記インジケーションは、００の値に設定されるフィールドである、請求項５０に記載
のコンピュータ読取可能な記憶媒体。
【請求項５２】
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）値をレポートせよとの要求をイボルブド・ノード
Ｂから受信することと、
　前記Ｐ－ＭＰＲ値に関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信
することと、
　ここで、前記ＰＨＲは、インジケーションフィールドを含む、
　ここで、前記インジケーションフィールドは、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣ

ＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃ

が、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示す最後のレポートから、前記Ｐ－Ｍ
ＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少もしていない場合に、
前記インジケーションフィールドは、００の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加した場合に、前記インジケーションフィールドは、０１の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響されず、
前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲ値が、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で減少した場合に、前記インジケーションフィールドは、１０の値に設定される、
　ここで、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲ値によって影響を受ける
場合に、前記インジケーションフィールドは、１１の値に設定される、
をコンピュータに実行させるためのコードを記憶したコンピュータ読取可能な記憶媒体。

【発明の詳細な説明】
【関連出願に対する相互参照】
【０００１】
　本願は、２０１１年５月６日出願の「電力管理最大電力低減に関連する電力ヘッドルー
ム・レポート」（POWER HEADROOM REPORTING RELATED TO POWER MANAGEMENT MAXIMUM POW
ER REDUCTION）と題された米国仮出願６１／４８３，５６２と、２０１２年４月２４日出
願の「電力管理最大電力低減に関連する電力ヘッドルーム・レポート」（POWER HEADROOM
 REPORTING RELATED TO POWER MANAGEMENT MAXIMUM POWER REDUCTION）と題された米国出
願１３／４５５，０１４と、の利益を要求する。これら出願の両方は、その全体が本明細
書において参照によって明確に組み込まれている。
【技術分野】
【０００２】
　本開示の態様は、一般に、無線通信システムに関し、さらに詳しくは、電力管理最大電
力低減（Ｐ－ＭＰＲ）に関連する電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信すること
に関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信ネットワークは、例えば音声、ビデオ、パケット・データ、メッセージング、
ブロードキャスト等のようなさまざまな通信サービスを提供するために広く開発された。
これら無線ネットワークは、使用可能なネットワーク・リソースを共有することにより、
複数のユーザをサポートすることができる多元接続ネットワークでありうる。このような
多元接続ネットワークの例は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク、時分割多元
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接続（ＴＤＭＡ）ネットワーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワーク、直交Ｆ
ＤＭＡ（ＯＦＤＭＡ）ネットワーク、およびシングル・キャリアＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭ
Ａ）ネットワークを含む。
【０００４】
　無線通信ネットワークは、多くのユーザ機器（ＵＥ）のための通信をサポートしうる多
くの基地局を含みうる。ＵＥは、ダウンリンクおよびアップリンクによって基地局と通信
しうる。ダウンリンク（すなわち順方向リンク）は、基地局からＵＥへの通信リンクを称
し、アップリンク（すなわち逆方向リンク）は、ＵＥから基地局への通信リンクを称する
。
【発明の概要】
【０００５】
　ここでは、電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）に関連する電力ヘッドルーム・レポー
ト（ＰＨＲ）を送信するための技術が記載される。
【０００６】
　態様では、前のＰ－ＭＰＲと現在のＰ－ＭＰＲとの差分が判定される方法、装置、およ
びコンピュータ・プログラム製品が提供される。前のＰ－ＭＰＲは、前のＰ－ＭＰＲによ
る電力バックオフが適用されていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－
ＭＰＲである。ＰＨＲは、この差分が、しきい値よりも大きく、現在のＰ－ＭＰＲが、最
大電力低減（ＭＰＲ）と追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合にトリガ
される。
【０００７】
　態様では、Ｐ－ＭＰＲが変化したか否かと、Ｐ－ＭＰＲがどのように変化したかとがＰ
ＨＲにおいて示され、このＰＨＲが送信される、方法、装置、およびコンピュータ・プロ
グラム製品が提供される。
【０００８】
　態様では、Ｐ－ＭＰＲをレポートせよとの要求が、イボルブド・ノードＢ（ｅＮＢ）か
ら受信され、Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含むＰＨＲが送信される方法、装置、およびコ
ンピュータ・プログラム製品が提供される。
【０００９】
　本開示のさまざまな態様および特徴が、以下にさらに詳細に記載される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、テレコミュニケーション・システムの例を概念的に例示するブロック図
である。
【図２】図２は、テレコミュニケーション・システムにおけるダウンリンク・フレーム構
造の一例を概念的に例示するブロック図である。
【図３】図３は、本開示の１つの態様にしたがって構成されたＵＥと基地局／ｅノードＢ
の設計を概念的に例示するブロック図である。
【図４Ａ】図４Ａは、連続的なキャリア・アグリゲーション・タイプを例示する図解であ
る。
【図４Ｂ】図４Ｂは、不連続なキャリア・アグリゲーション・タイプを例示する図解であ
る。
【図５】図５は、媒体アクセス制御（ＭＡＣ）レイヤ・データ・アグリゲーションを例示
する図解である。
【図６】図６は、マルチ・キャリア構成においてラジオ・リンクを制御する方法を例示す
るブロック図である。
【図７】図７は、肯定的な電力ヘッドルーム・レポートを例示する図解である。
【図８】図８は、否定的な電力ヘッドルーム・レポートを例示する図解である。
【図９】図９は、Ｐ－ＭＰＲに関連するものとして潜在的なＰＨＲトリガに関連する問題
を例示するため、および、典型的な方法を例示するための図解である。
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【図１０】図１０は、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を例示
する図解である。
【図１１】図１１は、典型的な拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素を例示する図解であ
る。
【図１２】図１２は、無線通信の方法のフロー・チャートである。
【図１３】図１３は、無線通信の方法のフロー・チャートである。
【図１４】図１４は、無線通信の方法のフロー・チャートである。
【図１５】図１５は、典型的な装置における異なるモジュール／手段／構成要素間のデー
タ・フローを例示する概念的なデータ・フロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　添付図面とともに以下に説明する詳細説明は、さまざまな構成の説明として意図されて
おり、本明細書に記載された概念が実現される唯一の構成を示すことは意図されていない
。この詳細説明は、さまざまな概念の完全な理解を提供することを目的とした具体的な詳
細を含んでいる。しかしながら、これらの概念は、これら具体的な詳細無しで実現されう
ることが当業者に明らかになるであろう。いくつかの事例では、周知の構成および構成要
素が、このような概念を曖昧にすることを避けるために、ブロック図形式で示されている
。
【００１２】
　本明細書に記載された技術は、例えばＣＤＭＡ、ＴＤＭＡ、ＦＤＭＡ、ＯＦＤＭＡ、Ｓ
Ｃ－ＦＤＭＡ、およびその他のネットワークのようなさまざまな無線通信ネットワークの
ために使用されうる。用語「ネットワーク」および「システム」は、しばしば置換可能に
使用される。ＣＤＭＡネットワークは、例えば、ユニバーサル地上ラジオ・アクセス（Ｕ
ＴＲＡ）、ｃｄｍａ２０００等のようなラジオ技術を実現しうる。ＵＴＲＡは、広帯域Ｃ
ＤＭＡ（ＷＣＤＭＡ（登録商標））、およびＣＤＭＡのその他の変形を含んでいる。ｃｄ
ｍａ２０００は、ＩＳ－２０００規格、ＩＳ－９５規格、およびＩＳ－８５６規格をカバ
ーする。ＴＤＭＡネットワークは、例えばグローバル移動体通信システム（ＧＳＭ（登録
商標））のようなラジオ技術を実現しうる。ＯＦＤＭＡネットワークは、例えば、イボル
ブドＵＴＲＡ（Ｅ－ＵＴＲＡ）、ウルトラ・モバイル・ブロードバンド（ＵＭＢ）、ＩＥ
ＥＥ　８０２．１１（Ｗｉ－Ｆｉ）、ＩＥＥＥ　８０２．１６（ＷｉＭＡＸ）、ＩＥＥＥ
　８０２．２０、Ｆｌａｓｈ－ＯＦＤＭＡ等のようなラジオ技術を実現する。ＵＴＲＡお
よびＥ－ＵＴＲＡは、ユニバーサル・モバイル・テレコミュニケーション・システム（Ｕ
ＭＴＳ）の一部である。３ＧＰＰロング・ターム・イボリューション（ＬＴＥ）およびＬ
ＴＥ－アドバンスト（ＬＴＥ－Ａ）は、Ｅ－ＵＴＲＡを使用するＵＭＴＳの新たなリリー
スである。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、ＵＭＴＳ、ＬＴＥ、ＬＴＥ－Ａ、およびＧＳＭは、
「第３世代パートナシップ計画」（３ＧＰＰ）と命名された団体からの文書に記載されて
いる。ｃｄｍａ２０００およびＵＭＢは、「第３世代パートナシップ計画２」（３ＧＰＰ
２）と命名された団体からの文書に記載されている。本明細書において記載された技術は
、他の無線ネットワークおよびラジオ技術と同様に、前述された無線ネットワークおよび
ラジオ技術のために使用されうる。明確化のために、これら技術のある態様は、以下にお
いて、ＬＴＥに関して記載されており、ＬＴＥ用語が以下の説明の多くで使用される。
【００１３】
　図１は、ＬＴＥネットワークでありうる無線通信ネットワーク１００を示す。無線ネッ
トワーク１００は、多くのイボルブド・ノードＢ（ｅノードＢまたはｅＮＢ）１１０と、
その他のネットワーク・エンティティを含みうる。ｅノードＢは、ＵＥと通信する局であ
りうる。そして、基地局、アクセス・ポイント等とも称されうる。ノードＢは、ＵＥと通
信する局の別の例である。
【００１４】
　おのおののｅノードＢ１１０は、特定の地理的エリアのために通信有効通信範囲を提供
する。３ＧＰＰでは、用語「セル」は、この用語が使用されるコンテキストに依存して、
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ｅノードＢの有効通信範囲エリア、および／または、この有効通信範囲英リアにサービス
提供するｅノードＢサブシステムを称しうる。
【００１５】
　ｅノードＢは、マクロ・セル、ピコ・セル、フェムト・セル、および／または、その他
のタイプのセルのための通信有効通信範囲を提供しうる。マクロ・セルは、比較的大きな
地理的エリア（例えば、半径数キロメータ）をカバーし、サービス加入を持つＵＥによる
無制限のアクセスを許可しうる。ピコ・セルは、比較的小さな地理的エリアをカバーし、
サービス加入を持つＵＥによる無制限のアクセスを許可しうる。フェムト・セルは、比較
的小さな地理的エリア（例えば、住宅）をカバーし、フェムト・セルとの関連を持つＵＥ
（例えば、クローズド加入者グループ（ＣＳＧ）におけるＵＥ、住宅内のユーザのための
ＵＥ等）によって制限されたアクセスを許可しうる。マクロ・セルのためのｅノードＢは
、マクロｅノードＢと称されうる。ピコ・セルのためのｅノードＢは、ピコｅノードＢと
称されうる。フェムト・セルのためのｅノードＢは、フェムトｅノードＢまたはホームｅ
ノードＢと称されうる。図１に図示される例では、ｅノードＢ１１０ａ，１１０ｂ，１１
０ｃは、それぞれマクロ・セル１０２ａ，１０２ｂ，１０２ｃのためのマクロｅノードＢ
でありうる。ｅノードＢ１１０ｘは、ピコ・セル１０２ｘのためのピコｅノードＢであり
うる。ｅノードＢ１１０ｙ，１１０ｚは、それぞれフェムト・セル１０２ｙ，１０２ｚの
ためのフェムトｅノードＢでありうる。ｅノードＢは、１または複数（例えば、３つ）の
セルをサポートしうる。
【００１６】
　無線ネットワーク１００はさらに、中継局をも含みうる。中継局は、データおよび／ま
たはその他の情報の送信を上流局（例えば、ｅノードＢまたはＵＥ）から受信し、データ
および／またはその他の情報の送信を下流局（例えば、ＵＥまたはｅノードＢ）へ送信す
る局である。中継局はまた、他のＵＥのための送信を中継するＵＥでもありうる。図１に
図示される例では、ｅノードＢ１１０ａとＵＥ１２０ｒとの間の通信を容易にするために
、中継局１１０ｒが、ｅノードＢ１１０ａおよびＵＥ１２０ｒと通信しうる。中継局はま
た、リレーｅノードＢ、リレー等とも称されうる。
【００１７】
　無線ネットワーク１００はまた、例えば、マクロｅノードＢ、ピコｅノードＢ、フェム
トｅノードＢ、リレー等のような異なるタイプのｅノードＢを含むヘテロジニアスなネッ
トワークでもありうる。これら異なるタイプのｅノードＢは、異なる送信電力レベル、異
なる有効通信範囲エリア、および、無線ネットワーク１００内の干渉に対する異なるイン
パクトを有しうる。例えば、マクロｅノードＢは、高い送信電力レベル（例えば、２０ワ
ット）を有する一方、ピコｅノードＢ、フェムトｅノードＢ、およびリレーは、低い送信
電力レベル（例えば、１ワット）を有しうる。
【００１８】
　無線ネットワーク１００は、同期動作または非同期動作をサポートしうる。同期動作の
ために、ｅノードＢは、類似のフレーム・タイミングを有し、異なるｅノードＢからの送
信は、時間的にほぼ揃えられうる。非同期動作の場合、ｅノードＢは、異なるフレーム・
タイミングを有し、異なるｅノードＢからの送信は、時間的に揃わない場合がある。ここ
に記載された技術は、同期動作および非同期動作の両方のために使用されうる。
【００１９】
　ネットワーク・コントローラ１３０は、ｅノードＢのセットに接続され、これらのｅノ
ードＢに調整および制御を提供しうる。ネットワーク・コントローラ１３０は、バックホ
ールを介してｅノードＢ１１０と通信しうる。ｅノードＢ１１０はまた、例えば無線バッ
クホールまたは有線バックホールを介してダイレクトまたは非ダイレクトに互いに通信し
うる。
【００２０】
　無線ネットワーク１００の全体にわたって、多くのＵＥ１２０が分布しうる。そして、
おのおののＵＥは、固定式または移動式でありうる。ＵＥは、端末、移動局、加入者ユニ
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ット、局等とも称されうる。ＵＥは、セルラ電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、無線モデム
、無線通信デバイス、ハンドヘルド・デバイス、ラップトップ・コンピュータ、コードレ
ス電話、無線ローカル・ループ（ＷＬＬ）局等でありうる。ＵＥは、マクロｅノードＢ、
ピコｅノードＢ、フェムトｅノードＢ、リレー等と通信できうる。図１では、両矢印の実
線が、ダウンリンクおよび／またはアップリンクでＵＥにサービス提供するように指定さ
れているｅノードＢであるサービス提供ｅノードＢとＵＥとの間の所望の送信を示す。両
矢印の破線は、ＵＥとｅノードＢとの間の干渉送信を示す。
【００２１】
　ＬＴＥは、ダウンリンクにおいて直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）を、アップリンクに
おいてシングル・キャリア周波数分割多重（ＳＣ－ＦＤＭ）を利用する。ＯＦＤＭおよび
ＳＣ－ＦＤＭは、システム帯域幅を、一般にトーン、ビン等とも称される複数（Ｋ個）の
直交サブキャリアに分割する。おのおののサブキャリアは、データとともに変調されうる
。一般に、変調シンボルは、ＯＦＤＭを用いて周波数領域で、ＳＣ－ＦＤＭを用いて時間
領域で送信される。隣接するサブキャリア間の間隔は固定され、サブキャリアの総数（Ｋ
個）は、システム帯域幅に依存しうる。例えば、サブキャリアの間隔は、１５ｋＨｚであ
りうる。そして、（「リソース・ブロック」と呼ばれる）最小リソース割当は、１２サブ
キャリア（または１８０ｋＨｚ）でありうる。その結果、ノミナルＦＦＴサイズは、１．
２５，２．５，５，１０，または２０メガヘルツ（ＭＨｚ）のシステム帯域幅についてそ
れぞれ１２８，２５６，５１２，１０２４，または２０４８に等しくなりうる。システム
帯域幅はまた、サブ帯域へ分割されうる。例えば、サブ帯域は、１．０８ＭＨｚ（すなわ
ち、６つのブロック）をカバーし、１．２５，２．５，５，１０，２０ＭＨｚのシステム
帯域幅についてそれぞれ１，２，４，８，１６のサブ帯域が存在しうる。
【００２２】
　図２は、ＬＴＥにおいて使用されるダウンリンク・フレーム構造を示す。ダウンリンク
の送信タイムラインは、ラジオ・フレームの単位に分割されうる。おのおののラジオ・フ
レームは、（例えば１０ミリ秒（ｍｓ）のような）予め定められた持続時間を有し、０乃
至９のインデクスを付された１０個のサブフレームへ分割されうる。おのおののサブフレ
ームは、２つのスロットを含みうる。したがって、おのおののラジオ・フレームは、０乃
至１９のインデクスを付された２０のスロットを含みうる。おのおののスロットは、例え
ば、（図２に示すように）通常のサイクリック・プレフィクスの場合、７つのシンボル期
間、拡張されたサイクリック・プレフィクスの場合、１４のシンボル期間のように、Ｌ個
のシンボル期間を含みうる。おのおののサブフレームでは、２Ｌ個のシンボル期間が、０
乃至２Ｌ－１のインデクスを割り当てられうる。利用可能な時間周波数リソースが、リソ
ース・ブロックへ分割されうる。おのおののリソース・ブロックは、１つのスロットにお
いてＮ個のサブキャリア（例えば、１２のサブキャリア）をカバーしうる。
【００２３】
　ＬＴＥでは、ｅノードＢは、ｅノードＢにおける各セルについて、一次同期信号（ＰＳ
Ｓ）および二次同期信号（ＳＳＳ）を送信しうる。図２に示すように、一次同期信号およ
び二次同期信号は、通常のサイクリック・プレフィクスを持つ各ラジオ・フレームのサブ
フレーム０，５のおのおのにおいて、シンボル期間６およびシンボル期間５でそれぞれ送
信されうる。これら同期信号は、セル検出および獲得のためにＵＥによって使用されうる
。ｅノードＢはまた、サブフレーム０のスロット１におけるシンボル期間０乃至３で、物
理ブロードキャスト・チャネル（ＰＢＣＨ）を送信しうる。ＰＢＣＨは、あるシステム情
報を伝送しうる。
【００２４】
　図２では、最初のシンボル期間の全体が示されているが、ｅノードＢは、各サブフレー
ムの最初のシンボル期間で、物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩ
ＣＨ）を送信しうる。ＰＣＦＩＣＨは、制御チャネルのために使用されるシンボル期間の
数（Ｍ）を伝えうる。ここで、Ｍは、１，２または３に等しく、サブフレーム毎に変化し
うる。Ｍはまた、例えば、１０未満のリソース・ブロックのように、小さなシステム帯域
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幅に対して４に等しくなりうる。図２に図示する例では、Ｍ＝３である。ｅノードＢは、
各サブフレームにおける最初のＭ個のシンボル期間（図２ではＭ＝３）で、物理ＨＡＲＱ
インジケータ・チャネル（ＰＨＩＣＨ）および物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣ
Ｈ）を送信しうる。ＰＨＩＣＨは、ハイブリッド自動再送信（ＨＡＲＱ）をサポートする
ための情報を伝送しうる。ＰＤＣＣＨは、ＵＥのためのアップリンクおよびダウンリンク
のリソース割当に関する情報と、アップリンク・チャネルのための電力制御情報とを伝送
しうる。図２における第１のシンボル期間には図示されていないが、ＰＤＣＣＨとＰＨＩ
ＣＨも第１のシンボル期間に含まれることが理解される。同様に、図２には図示されてい
ないが、ＰＨＩＣＨおよびＰＤＣＣＨの両方が第２および第３のシンボル期間にある。ｅ
ノードＢはまた、おのおののサブフレームの残りのシンボル期間で、物理ダウンリンク共
有チャネル（ＰＤＳＣＨ）を送信しうる。ＰＤＳＣＨは、ダウンリンクで、データ送信の
ためにスケジュールされたＵＥのためのデータを伝送しうる。ＬＴＥにおけるさまざまな
信号およびチャネルは、公的に利用可能な「イボルブド・ユニバーサル地上ラジオ・アク
セス（Ｅ－ＵＴＲＡ）；物理チャネルおよび変調」（Evolved Universal Terrestrial Ra
dio Access (E-UTRA); Physical Channels and Modulation）と題された３ＧＰＰ　ＴＳ
　３６．２１１に記載されている。
【００２５】
　ｅノードＢは、ｅノードＢによって使用されるシステム帯域幅の中央の１．０８ＭＨｚ
でＰＳＳ、ＳＳＳ、およびＰＢＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、これらのチャネルが送
信される各シンボル期間において、システム帯域幅全体で、ＰＣＦＩＣＨおよびＰＨＩＣ
Ｈを送信しうる。ｅノードＢは、システム帯域幅のある部分で、ＵＥのグループにＰＤＣ
ＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、システム帯域幅の特定の部分で、特定のＵＥに、ＰＤ
ＳＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、すべてのＵＥへブロードキャスト方式でＰＳＳ、Ｓ
ＳＳ、ＰＢＣＨ、ＰＣＦＩＣＨ、およびＰＨＩＣＨを送信し、ＰＤＣＣＨを、ユニキャス
ト方式で、特定のＵＥへ送信しうる。さらに、特定のＵＥへユニキャスト方式でＰＤＳＣ
Ｈをも送信しうる。
【００２６】
　各シンボル期間において、多くのリソース要素が利用可能でありうる。おのおののリソ
ース要素は、１つのシンボル期間において１つのサブキャリアをカバーしうる。そして、
実数値または複素数値である１つの変調シンボルを送信するために使用されうる。おのお
ののシンボル期間において、基準信号のために使用されないリソース要素は、リソース要
素グループ（ＲＥＧ）へ構成されうる。おのおののＲＥＧは、１つのシンボル期間内に、
４つのリソース要素を含みうる。ＰＣＦＩＣＨは、シンボル期間０内に４つのＲＥＧを占
有しうる。これらは、周波数にわたってほぼ均等に配置されうる。ＰＨＩＣＨは、１また
は複数の設定可能なシンボル期間内に３つのＲＥＧを占有しうる。これらは、周波数にわ
たって分散されうる。例えば、ＰＨＩＣＨのための３つのＲＥＧはすべて、シンボル期間
０に属しうる。あるいは、シンボル期間０，１，２内に分散されうる。ＰＤＣＣＨは、最
初のＭ個のシンボル期間内に、９，１８，３２，または６４のＲＥＧを占有しうる。これ
らは、利用可能なＲＥＧから選択されうる。複数のＲＥＧからなるある組み合わせのみが
、ＰＤＣＣＨのために許容されうる。
【００２７】
　ＵＥは、ＰＨＩＣＨとＰＣＦＩＣＨとのために使用される特定のＲＥＧを認識しうる。
ＵＥは、ＰＤＣＣＨを求めて、ＲＥＧの異なる組み合わせを探索しうる。探索する組み合
わせの数は、一般に、ＰＤＣＣＨのために許可された組み合わせの数よりも少ない。ｅノ
ードＢは、ＵＥが探索する組み合わせのうちの何れかのＵＥにＰＤＣＣＨを送信しうる。
【００２８】
　ＵＥは、複数のｅノードＢの有効通信範囲内に存在しうる。これらのｅノードＢのうち
の１つが、ＵＥにサービス提供するために選択されうる。サービス提供するｅノードＢは
、例えば受信電力、経路喪失、信号対雑音比（ＳＮＲ）等のようなさまざまな基準に基づ
いて選択されうる。
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【００２９】
　図３は、図１におけるＵＥのうちの１つ、および、基地局／ｅノードＢのうちの１つで
ありうる、ＵＥ１２０および基地局／ｅノードＢ１１０の設計のブロック図を示す。制約
された関連性のシナリオの場合、基地局１１０は、図１におけるマクロｅノードＢ１１０
ｃでありうる。そして、ＵＥ１２０は、ＵＥ１２０ｙでありうる。基地局１１０はさらに
、その他いくつかのタイプの基地局でもありうる。基地局１１０は、アンテナ６３４ａ乃
至６３４ｔが装備され、ＵＥ１２０は、アンテナ６５２ａ乃至６５２ｒが装備されうる。
【００３０】
　基地局１１０では、送信プロセッサ６２０が、データ・ソース６１２からデータを、コ
ントローラ／プロセッサ６４０から制御情報を受信しうる。制御情報は、ＰＢＣＨ、ＰＣ
ＦＩＣＨ、ＰＨＩＣＨ、ＰＤＣＣＨ等用でありうる。データは、ＰＤＳＣＨ等用でありう
る。プロセッサ６２０は、データ・シンボルおよび制御シンボルをそれぞれ取得するため
に、データ情報および制御情報を処理（例えば、符号化およびシンボル・マップ）しうる
。プロセッサ６２０はさらに、例えばＰＳＳ、ＳＳＳのための基準シンボルや、セル特有
の基準信号を生成しうる。送信（ＴＸ）複数入力複数出力（ＭＩＭＯ）プロセッサ６３０
は、適用可能であればデータ・シンボル、制御シンボル、および／または、基準シンボル
に空間処理（例えば、プリコーディング）を実行しうる。そして、出力されたシンボル・
ストリームを変調器（ＭＯＤ）６３２ａ乃至６３２ｔへ提供しうる。おのおのの変調器６
３２は、（例えば、ＯＦＤＭ等のために）それぞれの出力シンボル・ストリームを処理し
て、出力サンプル・ストリームを得る。おのおのの変調器６３２はさらに、出力サンプル
・ストリームを処理（例えば、アナログ変換、増幅、フィルタ、およびアップコンバート
）し、ダウンリンク信号を取得する。変調器６３２ａ乃至６３２ｔからのダウンリンク信
号が、それぞれアンテナ６３４ａ乃至６３４ｔを介して送信されうる。
【００３１】
　ＵＥ１２０では、アンテナ６５２ａ乃至６５２ｒが、基地局１１０からダウンリンク信
号を受信しうる。そして、受信したこれら信号をそれぞれ復調器（ＤＥＭＯＤ）６５４ａ
乃至６５４ｒへ提供しうる。おのおのの復調器６５４は、受信したそれぞれの信号を調整
（例えば、フィルタ、増幅、ダウンコンバート、およびデジタル化）して、入力サンプル
を取得しうる。おのおのの復調器６５４はさらに、（例えば、ＯＦＤＭ等のため）これら
入力サンプルを処理して、受信されたシンボルを取得しうる。ＭＩＭＯ検出器６５６は、
受信されたシンボルを、復調器６５４ａ乃至６５４ｒのすべてから取得し、適用可能であ
れば、受信されたシンボルに対してＭＩＭＯ検出を実行し、検出されたシンボルを提供し
うる。受信プロセッサ６５８は、検出されたシンボルを処理（例えば、復調、デインタリ
ーブ、および復号）し、ＵＥ１２０のために復号されたデータをデータ・シンク６６０に
提供し、復号された制御情報をコントローラ／プロセッサ６８０へ提供しうる。
【００３２】
　アップリンクでは、ＵＥ１２０において、送信プロセッサ６６４が、データ・ソース６
６２から（例えばＰＵＳＣＨのための）データを、コントローラ／プロセッサ６８０から
（例えばＰＵＣＣＨのための）制御情報を受信し、これらを処理しうる。プロセッサ６６
４はさらに、基準信号のための基準シンボルを生成しうる。送信プロセッサ６６４からの
シンボルは、適用可能であればＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ６６６によってプリコードされ
、さらに、（例えば、ＳＣ－ＦＤＭ等のために）復調器６５４ａ乃至６５４ｒによって処
理され、基地局１１０へ送信されうる。基地局１１０では、ＵＥ１２０からのアップリン
ク信号が、アンテナ６３４によって受信され、変調器６３２によって処理され、適用可能
な場合にはＭＩＭＯ検出器６３６によって検出され、さらに、受信プロセッサ６３８によ
って処理されて、ＵＥ１２０によって送信された復号されたデータおよび制御情報が取得
される。プロセッサ６３８は、復号されたデータをデータ・シンク６３９に提供し、復号
された制御情報をコントローラ／プロセッサ６４０に提供しうる。
【００３３】
　コントローラ／プロセッサ６４０，６８０は、基地局１１０およびＵＥ１２０それぞれ
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における動作を指示しうる。基地局１１０におけるプロセッサ６４０および／またはその
他のプロセッサおよびモジュールは、ここで説明された技術のためのさまざまな処理の実
行または指示を行いうる。ＵＥ１２０におけるプロセッサ６８０および／またはその他の
プロセッサおよびモジュールは、図４および図５に例示された機能ブロック、および／ま
たは、本明細書に記載された技術のためのその他の処理の実行または指示を行いうる。メ
モリ６４２，６８２は、基地局１１０およびＵＥ１２０それぞれのためのデータおよびプ
ログラム・コードを格納しうる。スケジューラ６４４は、ダウンリンクおよび／またはア
ップリンクでのデータ送信のためにＵＥをスケジュールしうる。
【００３４】
　（キャリア・アグリゲーション）　
　隣接するスペクトルの大部分を利用できることは稀なので、高帯域幅送信を達成するた
めに、複数の成分キャリアのキャリア・アグリゲーションが利用されうる。ＬＴＥアドバ
ンストＵＥは、各方向における送信のために最大５つの２０ＭＨｚ成分キャリア（合計１
００ＭＨｚ）を使用し得る。一般に、アップリンクではダウンリンクよりも少ないトラフ
ィックしか送信されない。したがって、アップリンク・スペクトル割当は、ダウンリンク
・スペクトル割当よりも小さくなりうる。例えば、２０ＭＨｚのスペクトルがアップリン
クに割り当てられる場合、ダウンリンクは、１００ＭＨｚのスペクトルを割り当てられう
る。これらの非対称の周波数分割デュプレクス（ＦＤＤ）割当は、スペクトルを節約し、
帯域幅を非対称的に利用するブロードバンド加入者のために良好に適合する。
【００３５】
　（キャリア・アグリゲーション・タイプ）　
　図４Ａは、ＬＴＥアドバンスト・モバイル・システムのための連続的なキャリア・アグ
リゲーション（ＣＡ）を例示する図解４００である。図４Ｂは、ＬＴＥアドバンスト・モ
バイル・システムのための不連続なＣＡを例示する図解４５０である。図４Ｂに図示され
るように、不連続なＣＡは、複数の利用可能な成分キャリアが周波数帯域に沿って分離し
ている場合に生じる。図４Ａに図示されるように、連続的なＣＡは、複数の利用可能な成
分キャリアが周波数帯域に沿って互いに隣接している場合に生じる。単一のＵＥにサービ
ス提供するために、不連続なＣＡと連続的なＣＡとの両方が、複数のＬＴＥ成分キャリア
をアグリゲートしうる。
【００３６】
　成分キャリアが、周波数帯域に沿って分離されているので、ＬＴＥアドバンストＵＥで
は、複数のラジオ周波数（ＲＦ）受信ユニットと、複数の高速フーリエ変換（ＦＦＴ）と
が、不連続なＣＡとともに展開されうる。不連続なＣＡは、大きな周波数範囲をまたいで
分離された複数のキャリアによってデータを送信するので、伝搬喪失経路特性、ドップラ
・シフト特性、およびラジオ・チャネル特性が、異なる周波数帯域において大いに変動し
うる。
【００３７】
　不連続なＣＡを用いたブロードバンド・データ送信をサポートするために、方法は、異
なる成分キャリアのための符号化、変調、および送信電力を適応的に調節するために使用
されうる。例えば、ｅノードＢが各成分キャリアにおいて固定された送信電力を有するＬ
ＴＥアドバンスト・システムでは、各成分キャリアのための効果的な有効通信範囲または
サポート可能な変調および符号化は、異なりうる。
【００３８】
　（データ・アグリゲーション・スキーム）　
　図５は、ＩＭＴアドバンスト・システムのための媒体アクセス制御（ＭＡＣ）レイヤ・
データ・アグリゲーションを例示する図解５００である。図５に図示されるように、異な
る成分キャリアからの送信ブロック（ＴＢ）が、ＭＡＣレイヤにおいてアグリゲートされ
る。各成分キャリアは、ＭＡＣレイヤ・データ・アグリゲーションを用いて、自身の独立
したハイブリッド自動反復要求（ＨＡＲＱ）エンティティをＭＡＣレイヤ内に有し、自身
の送信コンフィギュレーション・パラメータ（例えば、送信電力、変調および符号化スキ
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ーム、および複数アンテナ構成）を物理レイヤ内に有する。同様に、物理レイヤには、各
成分キャリアのために、１つのＨＡＲＱエンティティが提供される。
【００３９】
　（制御シグナリング）　
　複数成分キャリアのための制御チャネル・シグナリングは、３つの異なる方法によって
展開されうる。第１の方法は、ＬＴＥシステムにおける制御構造の小さな修正を含む。特
に、各成分キャリアは、自身の符号化された制御チャネルを与えられる。
【００４０】
　第２の方法は、異なる成分キャリアの制御チャネルを統合的に符号化することと、専用
成分キャリアに制御チャネルを展開させることとを含む。複数の成分キャリアのための制
御情報は、専用制御チャネルにおけるシグナリング・コンテンツとして統合される。この
結果、ＣＡにおけるシグナリング・オーバヘッドが低減されながら、ＬＴＥシステムにお
ける制御チャネル構造との後方互換性が維持される。
【００４１】
　第３の方法は、異なる成分キャリアのための複数の制御チャネルを統合的に符号化する
ことと、統合的に符号化された複数の制御チャネルを、周波数帯域全体で送信することと
、を含む。第３の方法は、ＵＥにおける高い電力消費量を犠牲にして、制御チャネルにお
ける低いシグナリング・オーバヘッドと、高い符号化パフォーマンスとを提供する。
【００４２】
　（ハンドオーバ制御）　
　ＣＡがＩＭＴ－アドバンストＵＥのために使用されている場合、複数のセルを超えたハ
ンドオーバ手順中、送信連続性がサポートされる。しかしながら、特定のＣＡコンフィギ
ュレーションおよびサービス品質（ＱｏＳ）要件を持つ到来ＵＥのために十分なシステム
・リソース（例えば、良好な送信品質を持つ成分キャリア）を確保することは、次世代の
ｅノードＢのためのチャレンジでありうる。なぜなら、２つ（またはそれ以上）の隣接セ
ル（ｅノードＢ）のチャネル条件は、特定のＵＥにとって異なりうるからである。１つの
態様では、ＵＥは、各隣接セル内の１つの成分キャリアのパフォーマンスしか測定しない
からでありうる。これは、ＬＴＥシステムにおけるものと同様の測定遅延、複雑さ、およ
びエネルギ消費をもたらす。対応するセルにおけるその他の成分キャリアのパフォーマン
スの推定値は、１つの成分キャリアの測定結果に基づきうる。この推定値に基づいて、ハ
ンドオーバ決定および送信構成が決定されうる。
【００４３】
　さまざまな態様によれば、キャリア・アグリゲーション（マルチキャリア・システムと
も称される）におけるＵＥ動作は、例えば制御機能およびフィードバック機能のような複
数のキャリアのある機能を、同じサブキャリアにおいてアグリゲートするように構成され
る。同じキャリアは「一次キャリア」と称されうる。サポートのために一次キャリアに依
存する残りのキャリアは、関連付けられた「二次キャリア」と称される。例えば、ＵＥは
、例えばオプションの専用チャネル（ＤＣＨ）、スケジュールされていない許可、物理ア
ップリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）、および／または、物理ダウンリンク制御チャネ
ル（ＰＤＣＣＨ）によって提供されるような制御機能をアグリゲートしうる。シグナリン
グおよびペイロードは、ダウンリンクでｅノードＢによってＵＥへと、アップリンクでＵ
ＥによってｅノードＢへとの両方で送信されうる。
【００４４】
　いくつかの態様では、複数の一次キャリアが存在しうる。さらに、２次キャリアは、例
えばＬＴＥ　ＲＲＣプロトコルのための３ＧＰＰ技術仕様３６．３３１のようなレイヤ２
手順である物理チャネル確立手順およびラジオ・リンク失敗（ＲＬＦ）手順を含むＵＥの
基本動作に影響を与えることなく追加または削除されうる。
【００４５】
　図６は、一例にしたがって、物理チャネルをグループ化することによって、マルチ・キ
ャリア無線通信システムにおいてラジオ・リンクを制御するための方法６００を例示する
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。図６に図示されるように、方法は、ブロック６０５において、少なくとも２つのキャリ
アからの制御機能を、１つのキャリアへアグリゲートして、一次キャリアおよび１または
複数の関連付けられた二次キャリアを生成することを含む。次に、ブロック６１０におい
て、一次キャリアおよび二次キャリアのために通信リンクが確立される。次に、ブロック
６１５において、一次キャリアに基づいて通信が制御される。
【００４６】
　図７は、肯定的な電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を例示する図解７００である
。図８は、否定的なＰＨＲを例示する図解８００である。ＰＨＲは、ＵＥにおいて利用可
能なヘッドルームをレポートする。電力ヘッドルームは、電力増幅器が、非線形動作領域
に入る前に定格電力からどれくらい離れて動作しなければならないのかを示すインジケー
ションを提供する。ＰＨＲは、ｅノードＢに、ＵＥにおける送信電力能力または限界につ
いて通知するために、ＵＥからｅノードＢへ送信される。
【００４７】
　ＵＥにおいて使用される電力スペクトル密度に関する情報が、ＰＨＲによって提供され
る。ＰＨＲは、１ｄＢのインクリメントにおいて、＋４０ｄＢから－２３ｄＢまでのレポ
ート範囲を持つ６ビットとして符号化される。合計して６４の異なる電力ヘッドルーム値
が、６ビットのシグナリングによって示されうる。レポート範囲のネガティブな部分は、
ＵＥが受信したアップリンク・リソース許可が、現在のＵＥ送信電力よりも高い送信電力
を必要とする程度を、ｅノードＢにシグナルするためにＵＥによって使用される。これを
受けて、ｅノードＢは、その後の許可のサイズを低減しうる。図７に図示されるように、
ポジティブなＰＨＲ８０４は、（ＰＣＭＡＸとも称される）最大ＵＥ送信電力８０６と、
現在のＵＥ送信電力８０２との間の差分を示す。図８に図示されるように、否定的なＰＨ
Ｒ８５４は、最大ＵＥ送信電力８５６と、計算されたＵＥ送信電力８５２との差分を示す
。ＵＥ送信電力は、割り当てられたＨＡＲＱおよび冗長バージョン（ＲＶ）コンフィギュ
レーションを有する現在の許可にしたがうＵＥ送信に基づいて計算されうる。
【００４８】
　図９は、電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）に関連するものとして潜在的なＰＨＲト
リガに関連する問題を例示するための、および、典型的な方法を例示するための図解９０
０である。Ｐ－ＭＰＲは、ＵＥの実際の送信ヘッドルームに影響するので、ＰＨＲをトリ
ガするために使用されうる。そして、ｅノードＢは、この情報無しではスケジューリング
を実行することができない場合がありうる。最大電力低減（ＭＰＲ）は、対応する波形の
送信中に使用される修正された最大送信電力（ＭＴＰ）を確立するために、電力増幅器が
ＭＴＰからどれくらいバックオフするのかを制御するために関連付けられた無線通信プロ
トコル（例えば、３ＧＰＰ規格）によって定義されうるか、または、ＭＴＰを調節するた
めに使用されうる。
【００４９】
　Ｐ－ＭＰＲとＭＰＲとの差分は、Ｐ－ＭＰＲが、ｅノードＢは認識していない別のラジ
オ技術における送信電力の関数である一方、ＭＰＲは、ｅノードＢが推定した値であるこ
とである。用語「ＭＰＲ」は、以下の通り、一般性を欠くことなく、ＭＰＲとＡ－ＭＰＲ
との総和（例えば、ＭＰＲ＋Ａ－ＭＰＲ）を意味するために使用されうる。ここで、Ａ－
ＭＰＲは、追加のＭＰＲである。Ｐ－ＭＲＰおよびＭＰＲがより大きくなると、ＰＣＭＡ

Ｘの下限であるＰＣＭＡＸ＿Ｌに影響を与える。
【００５０】
　ＰＨＲは、周期的なＰＨＲタイマ（すなわち、ｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒ）
の終了、禁止ＰＨＲタイマ（すなわち、ｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒ）の終了、
ある条件を満足すること、および、その他の条件を満足することに基づいてトリガされう
る。例えば、タイマ（例えば、禁止タイマ）が終了し、ＵＥが最後にＰＨＲを送信してか
ら、経路喪失の変化がしきい値を上回った場合に、ＰＨＲがトリガされうる。別の例にお
いて、ＰＨＲは、定義された期間後にタイマ（例えば、周期的なタイマ）が終了した場合
にトリガされうる。
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【００５１】
　図９に示すように、ＰＨＲはｔ０においてトリガされる（トリガ１）。この間、Ｐ－Ｍ
ＰＲがレベルＡにあり、ＭＰＲよりも大きい。ＵＥの対応する現在の最大出力電力（ＰＣ

ＭＡＸ，ｃ）は、Ｐ－ＭＰＲによって影響を受け、Ｐ－ＭＰＲはＭＰＲよりも大きいので
、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）要素におけるＰビットは、１に等し
い（すなわち、Ｐ＝１）。Ｐ－ＭＰＲがＭＰＲ未満である場合、Ｐは０に等しい（すなわ
ち、Ｐ＝０）。
【００５２】
　ｔ１において、禁止ＰＨＲタイマが終了していると仮定すると、Ｐ－ＭＰＲの変化がダ
ウンリンク（ＤＬ）経路喪失しきい値（すなわち、ｄｌ－ｐａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ
）よりも大きいことによって、ＰＨＲがトリガされる（トリガ２）（図９におけるＡｔｌ
３と同じ）。しかしながら、ＭＰＲはＰ－ＭＰＲより大きいので、Ｐビットは０に等しい
（すなわち、Ｐ＝０）。したがって、サービス提供ｅノードＢは、Ｐ－ＭＰＲが増加した
ことを知らされないことがありうる。
【００５３】
　ｔ２では、ＭＰＲが著しく減少しており、Ｐ－ＭＰＲが支配的である、すなわち、Ｐ－
ＭＰＲはＭＰＲより大きい。しかしながら、Ｐ－ＭＰＲはｔ１とｔ２との間で変化してい
ないのでＰＨＲはトリガされない。その結果、ｅノードＢは、Ｐ－ＭＰＲがレベルＡにあ
ると誤って仮定し、ＵＥがサポートしうる以上をＵＥに割り当てるだろう。
【００５４】
　しかしながら、その他の理由によって、ｔ２の後に別のＰＨＲがトリガされた場合、Ｐ
－ＭＰＲは、ＰＨＲに反映され、ｅノードＢの誤った仮定が修正されるだろう。それにも
関わらず、別のＰＨＲがｔ２の後にトリガされる前、ｅノードＢのＰ－ＭＰＲの推定は正
しくない（例えば、低すぎる）。したがって、この欠点に対処するためにＰＨＲをトリガ
する方法が提供されうる。
【００５５】
　態様では、図９のＡｌｔ３ａでは、ＰＣＭＡＸ，ｃに対する非（Ａ）ＭＰＲ（例えば、
Ｐ－ＭＰＲ）効果による電力バックオフのインパクトが、しきい値よりも大きく変化する
場合、ＰＨＲがトリガされる。これは、Ｐ＝１がレポートされた場合、ＰＨＲがｔ２にお
いてトリガされることを確実にし、もって、ｅノードＢは、ＰＣＭＡＸ，ｃがＰ－ＭＡＸ
まで低減されることを通知される。
【００５６】
　しかしながら、Ａｌｔ３ａに関して記載されたトリガはまた、副作用をも有する。例え
ば、Ｐ－ＭＰＲが一定を保っていても、ＤＬ経路喪失しきい値を超えるまでのＰ－ＭＰＲ
のまわりのＭＰＲ変化が、例えばｔ３におけるトリガ３およびｔ４におけるトリガ４のよ
うな追加の不要なトリガを引き起こす。
【００５７】
　典型的な方法によれば、Ｐ－ＭＰＲに関連するＰＨＲトリガは、以下の２つの条件が満
足された場合にトリガされる。１）Ｐ－ＭＰＲはＭＰＲよりも大きい。２）１に設定され
たＰビットを有する最後のＰＨＲが送信された場合、Ｐ－ＭＰＲにおける変化がＰ－ＭＰ
Ｒと比較された場合にしきい値よりも大きい。第１の条件の原理は、Ｐ－ＭＰＲがＭＰＲ
を支配する、すなわち、Ｐ－ＭＰＲ＞ＭＰＲである場合、ＰＨＲをレポートすることであ
る。なぜなら、このような条件は、Ｐ－ＭＰＲ値を（ＰＣＭＡＸ，ｃによって）ｅノード
Ｂに伝送する必要があるからである。第２の条件の原理は、Ｐ－ＭＰＲにおける変化を比
較する場合、現在のＰ－ＭＰＲを、ｅＮＢにレポートされた最後のＰ－ＭＰＲ（すなわち
、１に設定されたＰビットを持つ最後のＰＨＲでレポートされたＰ－ＭＰＲ）と比較する
ことである。上記の条件は、ＰＨＲがｔ２においてトリガされるが、例えばｔ３およびｔ
４のようにＰ－ＭＰＲが一定を保ち、ＭＰＲが大きくスイングする場合における不必要な
ＰＨＲトリガを与えないことを保証する。
【００５８】
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　既存のＰＨＲレポートを伴う問題は、ＵＥが（ＰＣＭＡＸ，ｃおよびＰビットによって
）ＰＨＲにおいてＭＰＲまたはＰ－ＭＰＲを反映しうるのみならず、両方を反映しうるこ
とである。さらに、ｅノードＢは、（Ｐビットが１に設定されている場合にＰ－ＭＰＲが
支配的である場合を除いて）ＰＣＭＡＸ，ｃがＭＰＲを反映したか、あるいはＰ－ＭＰＲ
を反映したか、および、何がＰＨＲをトリガしたかを知らない場合がありうる。ＭＰＲが
支配的である場合、ｅノードＢは、現在のＰ－ＭＰＲに関する情報を持たないだろう。
【００５９】
　別の典型的な方法によれば、以下の表１に示されるように、２ビットのＰ－ＭＰＲ情報
フィールド（ＰＩフィールド）が、特定の情報を示すために使用されうる。　
【表１】

【００６０】
　図９および表１に示すように、ＵＥは、ｔ０において、ＰＨＲにおいて、ＰＩフィール
ドを‘１１’に設定するだろう。ｔ１において、ＵＥは、実際のＰ－ＭＰＲがレベルＣと
レベルＣ’との間のどこかにあることをｅノードＢに通知できるようにＰＩフィールドを
‘０１’に設定するだろう。Ｐ－ＭＰＲが幾分一定を保ち、ＭＰＲが例えばｔ３およびｔ
４のようなＰ－ＭＰＲの周囲で変動する場合、不必要なＰＨＲはトリガされないだろう。
１つの構成では、ｅノードＢは、ＵＥの正確なＰ－ＭＰＲを取得することを望んでいる場
合、ｅノードＢは、Ｐ－ＭＰＲ　ＰＨＲ要求を送信し、ＵＥは、ＰＨＲでそのＰ－ＭＰＲ
をレポートしうる。ＵＥは、新たな拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素でＰ－ＭＰＲを
レポートしうるか、または、現在の拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素フォーマットを
再使用しうる。ＵＥはまた、ＵＥによって要求されるＰ－ＭＰＲを伝送するためにＰＣＭ

ＡＸ，ｃフィールドを使用しうる。
【００６１】
　図１０は、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を例示する図解
１０００である。図１１は、典型的な拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素を例示する図
解１１００である。図１０に示すように、拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素における
Ｐビットは、（Ｐ－ＭＰＲによって許可されたような）電力管理による追加の電力バック
オフをＵＥが適用したか否かを示すフィールドとして定義されうる。ＵＥは、追加の電力
管理が適用されない場合、対応するＰＣＭＡＸ，ｃが異なる値を有するのであれば、Ｐを
１に等しく設定しうる。
【００６２】
　図１１に示すように、典型的な拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素において、表１の
前述したＰＩフィールドが追加され、Ｐビットが除去される。図１０のＰビットが１に設
定された場合、Ｐビットによって、ｅノードＢは、アルゴリズムを学習するＵＥ　ＭＰＲ
挙動から、対応するＰＨＲサンプルを除去できるように、Ｐ－ＭＰＲがＰＣＭＡＸ，ｃに
おける影響を有していることを知ることができるようになる。本質的に、コード・ポイン
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ト'１１’を有する図１１のＰＩフィールド（表１参照）は、Ｐ＝１にマップしており、
残りのコード・ポイントは、Ｐ＝０にマップする。図１１に示されるように、ＰＩフィー
ルドは、ＰＣＭＡＸ，ｃフィールドに隣接した図１０の予約ビット（Ｒビット）のペアを
リプレースする。さらに、図１１では、予約ビット（Ｒビット）が、図１０のＰビットを
リプレースする。
【００６３】
　前述された典型的な方法は、Ｐ－ＭＰＲ情報を、サービス提供ｅノードＢに提供する。
また、典型的な方法を組み合わせることによるさらなる方法も可能である。
【００６４】
　図１２は、無線通信の方法のフロー・チャート１２００である。第１の方法は、ＵＥに
よって実行されうる。ステップ１２０２において、ＵＥは、前のＰ－ＭＰＲと現在のＰ－
ＭＰＲとの差分を判定する。前のＰ－ＭＰＲは、前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが
適用されていることを示すインジケーションが通信されている場合のＰ－ＭＰＲでありう
る（１２０２）。ステップ１２０４では、この差分がしきい値よりも大きく、現在のＰ－
ＭＰＲがＭＰＲとＡ－ＭＰＲとの総和よりも大きい場合、ＵＥはＰＨＲをトリガしうる。
１つの構成では、トリガは、ＰＨＲのトリガをリプレースする。これは、現在のＰ－ＭＰ
Ｒおよび前のＰ－ＭＰＲの変化が、しきい値よりも大きいことに基づく。前のＰ－ＭＰＲ
は、最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲでありうる。
【００６５】
　１つの構成では、ＵＥはまた、現在のＰ－ＭＰＲがＰＨＲにおいて変化しているか否か
、および、現在のＰ－ＭＰＲがＰＨＲにおいてどのように変化したかをも示しうる。ＵＥ
はまた、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、ＰＨＲにおける現在のＰ
－ＭＰＲによって影響されるか否かをも示しうる。例えば、レポートされたＰＣＭＡＸ，

ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、現在のＰ
－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポートから、現在のＰ－ＭＰＲが、ダ
ウンリンク経路喪失変化しきい値（すなわち、ｄｌ－ｐａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ）以
上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供することによって、ＵＥ
は、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示し
うる。表１のＰＩフィールド“００”を参照されたい。
【００６６】
　別の例において、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響され
ず、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上ま
で増加した場合に、インジケーションを提供することによって、ＵＥは、レポートされた
ＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。表１のＰＩフ
ィールド“０１”を参照されたい。
【００６７】
　さらなる例において、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響
されず、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けること
を示す最後のレポートから、現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで減少した場合に、インジケーションを提供することによって、ＵＥは、レポートさ
れたＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。（表１の
ＰＩフィールド“１０”を参照されたい）。
【００６８】
　さらに別の例において、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影
響される場合にインジケーションを提供することによって、ＵＥは、レポートされたＰＣ

ＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。表１のＰＩフィー
ルド“１１”を参照されたい。１つの構成では、ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルームＭＡＣ
制御要素を含み、インジケーションは、拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素に含まれる
。すなわち、ＰＩフィールドは、図１１に図示されるように、拡張電力ヘッドルームＭＡ
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Ｃ制御要素内にありうる。
【００６９】
　図１３は、無線通信の方法のフロー・チャート１３００である。この方法はＵＥによっ
て実行されうる。ステップ１３０２において、ＵＥは、Ｐ－ＭＰＲがＰＨＲにおいて変化
しているか否か、および、変化が示された場合、Ｐ－ＭＰＲがどのようにして変化したか
を示しうる。ＵＥは、ステップ１３０６において、ＰＨＲを送信する。しかしながら、Ｐ
ＨＲを送信する前に、ステップ１３０４において、ＵＥは、レポートされた現在の最大出
力電力ＰＣＭＡＸ，ｃがＰＨＲにおけるＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かをも示しう
る。
【００７０】
　例えば、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、レポ
ートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポー
トから、Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少もしてい
ない場合に、インジケーションを提供することによって、ＵＥは、レポートされたＰＣＭ

ＡＸ，ｃがＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。表１のＰＩフィールド“０
０”を参照されたい。
【００７１】
　別の例において、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃがＰ－ＭＰＲによって影響されず、レ
ポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加した場合に、
インジケーションを提供することによって、ＵＥは、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃがＰ
－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。表１のＰＩフィールド“０１”を参照さ
れたい。
【００７２】
　さらなる例では、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃがＰ－ＭＰＲによって影響されず、レ
ポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少した場合に、
インジケーションを提供することによって、ＵＥは、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃがＰ
－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。表１のＰＩフィールド“１０”を参照さ
れたい。
【００７３】
　また別の例では、ＵＥは、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃがＰ－ＭＰＲによって影響さ
れる場合にインジケーションを提供することによって、レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが
Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示しうる。表１のＰＩフィールド“１１”を参照
されたい。１つの構成では、ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素を含み、拡
張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素にインジケーションが含まれる。すなわち、図１１に
図示されるように、ＰＩフィールドは、拡張電力ヘッドルームＭＡＣ制御要素内にありう
る。
【００７４】
　図１４は、無線通信の方法のフロー・チャート１４００である。この方法は、ＵＥによ
って実施されうる。ステップ１４０２において、ＵＥは、Ｐ－ＭＰＲをレポートせよとの
要求をｅノードＢから受信する。その後、ステップ１４０４において、ＵＥは、ｅノード
Ｂによって要求されたＰ－ＭＰＲに関連する情報を含むＰＨＲを送信する。
【００７５】
　図１５は、典型的な装置１２０の機能を例示する概念ブロック図１５００である。この
装置１２０はＵＥでありうる。図１５に図示されるように、装置１２０は、Ｐ－ＭＰＲ差
分判定モジュール１５０２を含む。Ｐ－ＭＰＲ差分判定モジュール１５０２は、前のＰ－
ＭＰＲと現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定する。前のＰ－ＭＰＲは、前のＰ－ＭＰＲによ
る電力バックオフが適用されたことを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰ
Ｒである。ＰＨＲトリガ・モジュール１５０４は、Ｐ－ＭＰＲ差分判定モジュールから、
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差分を示すインジケーションまたは差分情報を受信する。ＰＨＲトリガ・モジュール１５
０４は、禁止ＰＨＲタイマが期限切れになる場合、または、期限切れになった場合、差分
がしきい値よりも大きい場合、および、現在のＰ－ＭＰＲがＭＰＲとＡ－ＭＰＲの総和よ
りも大きい場合、ＰＨＲをトリガする。装置１２０はさらに、ＰＨＲにおいてＰ－ＭＰＲ
が変化したか否かと、どのように変化したのかを示すＰ－ＭＰＲインジケーション・モジ
ュール１５０６と、ＰＨＲをｅＮＢ１１０へ送信する（１５２０）ＰＨＲ送信モジュール
１５０８とを含む。１２０はさらに、Ｐ－ＭＰＲをレポートせよとの要求をｅＮＢ１１０
から受信する（１５３０）Ｐ－ＭＰＲ受信要求モジュール１５１０を含む。ＰＨＲ送信モ
ジュール１５０８は、Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含むＰＨＲを送信する。図１５はモジ
ュール１５０２－１５１０を含む装置１２０を示しているが、典型的な装置は、それより
多いまたはそれより少ないモジュールを含みうる。例えば、第１の典型的な装置１２０は
、モジュール１５０２，１５０４のみを含み、第２の典型的な装置１２０は、モジュール
１５０６，１５０８のみを含み、第３の典型的な装置１２０は、モジュール１５０８，１
５１０のみを含みうる。しかしながら、追加の典型的な装置は、モジュール１５０２－１
５１０の異なる組み合わせを含みうる。
【００７６】
　図３および図１５に再度示すように、１つの構成では、装置は、前のＰ－ＭＰＲと現在
のＰ－ＭＰＲとの差分を判定する手段を含む。前のＰ－ＭＰＲは、前のＰ－ＭＰＲによる
電力バックオフが適用されたことを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲ
である。装置はさらに、差分がしきい値よりも大きく、現在のＰ－ＭＰＲが、ＭＰＲとＡ
－ＭＲＰの総和よりも大きい場合に、ＰＨＲをトリガする手段を含む。装置はさらに、Ｐ
ＨＲにおいて現在のＰ－ＭＰＲが変化したか否か、およびどのように変化したかを示す手
段を含みうる。装置はさらに、レポートされた現在の最大出力ＰＣＭＡＸ，ｃがＰＨＲに
おける現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示す手段を含みうる。前述した手段
は、コントローラ／プロセッサ６８０、メモリ６８２、受信プロセッサ６５８、ＭＩＭＯ
検出器６５６、復調器６５４ａ、アンテナ６５２ａ、または、前述した手段によって記述
された機能を実行するように構成された装置１２０でありうる。
【００７７】
　１つの構成では、装置は、ＰＨＲにおいてＰ－ＭＰＲが変化したか否か、およびどのよ
うにして変化したかを示す手段と、ＰＨＲを送信する手段とを含む。装置はさらに、レポ
ートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃがＰＨＲにおけるＰ－ＭＰＲによって影響
されるか否かを示す手段を含みうる。前述した手段は、コントローラ／プロセッサ６８０
、メモリ６８２、受信プロセッサ６５８、ＭＩＭＯ検出器６５６、復調器６５４ａ、アン
テナ６５２ａ、または、前述した手段によって記述された機能を実行するように構成され
た装置１２０でありうる。
【００７８】
　１つの構成では、装置は、Ｐ－ＭＰＲをレポートせよとの要求をｅＮＢから受信する手
段と、Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含むＰＨＲを送信する手段とを含む。前述した手段は
、コントローラ／プロセッサ６８０、メモリ６８２、受信プロセッサ６５８、ＭＩＭＯ検
出器６５６、復調器６５４ａ、アンテナ６５２ａ、または、前述した手段によって記述さ
れた機能を実行するように構成された装置１２０でありうる。
【００７９】
　当業者であれば、情報および信号は、さまざまな異なる技術および技法のうちの何れか
を用いて表されうることを理解するであろう。例えば、前述した説明を通じて参照されう
るデータ、命令群、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、
電流、電磁波、磁場または磁性粒子、光学場または光学粒子、あるいはこれらの任意の組
み合わせによって表現されうる。
【００８０】
　当業者であればさらに、本明細書の開示に関連して記載されたさまざまな例示的な論理
ブロック、モジュール、回路、およびアルゴリズム・ステップが、電子工学ハードウェア
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、コンピュータ・ソフトウェア、あるいはこれらの組み合わせとして実現されることを理
解するであろう。ハードウェアとソフトウェアとの相互置換性を明確に説明するために、
さまざまな例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップが、これら
の機能の観点から一般的に記載された。これら機能がハードウェアとしてまたはソフトウ
ェアとして実現されるかは、特定の用途およびシステム全体に課せられている設計制約に
依存する。当業者であれば、特定の用途のおのおのに応じて変化する方式で、前述した機
能を実現しうる。しかしながら、この適用判断は、本発明の範囲からの逸脱をもたらすも
のと解釈されるべきではない。
【００８１】
　本明細書の開示に関連して記述されたさまざまな例示的な論理ブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積
回路（ＡＳＩＣ）、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）あるいは
その他のプログラマブル論理デバイス、ディスクリート・ゲートあるいはトランジスタ・
ロジック、ディスクリート・ハードウェア構成要素、または上述された機能を実現するた
めに設計された上記何れかの組み合わせを用いて実現または実施されうる。汎用プロセッ
サは、マイクロ・プロセッサでありうるが、代替例では、このプロセッサは、従来のプロ
セッサ、コントローラ、マイクロ・コントローラ、またはステート・マシンでありうる。
プロセッサは、例えばＤＳＰとマイクロ・プロセッサとの組み合わせ、複数のマイクロ・
プロセッサ、ＤＳＰコアと連携する１または複数のマイクロ・プロセッサ、またはその他
任意のこのような構成であるコンピューティング・デバイスの組み合わせとして実現され
うる。
【００８２】
　本明細書の開示に関連して説明された方法またはアルゴリズムのステップは、ハードウ
ェアで直接に、プロセッサによって実行されるソフトウェア・モジュールで、またはこの
２つの組合せで実施することができる。ソフトウェア・モジュールは、ＲＡＭメモリ、フ
ラッシュ・メモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジスタ、
ハード・ディスク、リムーバブル・ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、あるいは当該技術分野で知
られているその他の型式の記憶媒体に存在しうる。典型的な記憶媒体は、プロセッサが記
憶媒体から情報を読み取り、また記憶媒体に情報を書き込むことができるようにプロセッ
サに結合される。あるいは、この記憶媒体は、プロセッサに統合されうる。このプロセッ
サと記憶媒体とは、ＡＳＩＣ内に存在しうる。ＡＳＩＣは、ユーザ端末内に存在しうる。
あるいは、プロセッサおよび記憶媒体は、ユーザ端末内のディスクリートな構成要素とし
て存在しうる。
【００８３】
　１または複数の典型的な設計では、記載された機能は、ハードウェア、ソフトウェア、
ファームウェア、あるいはそれらの任意の組み合わせによって実現されうる。ソフトウェ
アで実現される場合、これら機能は、コンピュータ読取可能な媒体上に格納されるか、あ
るいは、コンピュータ読取可能な媒体上の１または複数の命令群またはコードとして送信
されうる。コンピュータ読取可能な媒体は、コンピュータ記憶媒体と通信媒体との両方を
含む。これらは、コンピュータ・プログラムのある場所から別の場所への転送を容易にす
る任意の媒体を含む。記憶媒体は、汎用コンピュータまたは特別目的コンピュータによっ
てアクセスされうる任意の利用可能な媒体でありうる。限定ではなく、一例として、この
ようなコンピュータ読取可能な媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭま
たはその他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置またはその他の磁気記憶装置、
あるいは、命令群またはデータ構造の形式で所望のプログラム・コード手段を伝送または
格納するために使用され、かつ、汎用コンピュータまたは特別目的コンピュータ、あるい
は、汎用プロセッサまたは特別目的プロセッサによってアクセスされうるその他任意の媒
体を備えうる。さらに、いかなる接続も、コンピュータ読取可能な媒体として適切に称さ
れる。同軸ケーブル、光ファイバ・ケーブル、ツイスト・ペア、デジタル加入者線（ＤＳ
Ｌ）、あるいは、例えば赤外線、無線およびマイクロ波のような無線技術を使用して、ウ
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ェブサイト、サーバ、あるいはその他の遠隔ソースからソフトウェアが送信される場合、
同軸ケーブル、光ファイバ・ケーブル、ツイスト・ペア、ＤＳＬ、あるいは、例えば赤外
線、無線およびマイクロ波のような無線技術が、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用
されるようにディスク（ｄｉｓｋおよびｄｉｓｃ）は、コンパクト・ディスク（ｄｉｓｃ
）（ＣＤ）、レーザ・ディスク（ｄｉｓｃ）、光ディスク（ｄｉｓｃ）、デジタル多用途
ディスク（ｄｉｓｃ）（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標）ディスク（ｄｉｓｋ）、Ｂｌ
ｕ－ｒａｙ（登録商標）ディスク（ｄｉｓｃ）を含む。ここで、ｄｉｓｋは通常、データ
を磁気的に再生し、ｄｉｓｃは、レーザを用いてデータを光学的に再生する。前述した組
み合わせもまた、コンピュータ読取可能な媒体の範囲内に含まれるべきである。
【００８４】
　本開示の上記記載は、当業者をして、本開示の製造または利用を可能とするように提供
される。本開示に対するさまざまな変形は、当業者に容易に明らかであって、本明細書で
定義された一般原理は、本開示の精神または範囲から逸脱することなく、他のバリエーシ
ョンに適用されうる。このように、本開示は、本明細書で示された例および設計に限定さ
れることは意図されておらず、本明細書で開示された原理および新規な特徴に一致した最
も広い範囲に相当するとされている。
　以下に、出願当初の発明を付記する。
［Ｃ１］
　無線通信の方法であって、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定すること
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガすることと、を備える方法。
［Ｃ２］
　前記トリガすることは、前記現在のＰ－ＭＰＲと前のＰ－ＭＰＲとの変化がしきい値を
超えており、前記前のＰ－ＭＰＲが最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲであるこ
とに基づいて前記ＰＨＲのトリガをリプレースする、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ３］
　前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいて変化したか否かと、前記変化が示された
場合、前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいてどのように変化したのかとを示すこ
と、をさらに備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ４］
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける現在のＰ－
ＭＰＲによって影響されるか否かを示すこと、をさらに備えるＣ３に記載の方法。
［Ｃ５］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供することを備える、Ｃ４
に記載の方法。
［Ｃ６］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否か
を示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
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上まで増加した場合に、インジケーションを提供することを備える、Ｃ４に記載の方法。
［Ｃ７］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否か
を示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで減少した場合に、インジケーションを提供することを備える、Ｃ４に記載の方法。
［Ｃ８］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否か
を示すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響された場合に
インジケーションを提供することを備える、Ｃ４に記載の方法。
［Ｃ９］
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、Ｃ３に記載の方法。
［Ｃ１０］
　無線通信の方法であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）におい
て変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が前記電力ヘッド
ルーム・レポート（ＰＨＲ）においてどのように変化したのかを示すことと、
　前記ＰＨＲを送信することと、を備える方法。
［Ｃ１１］
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－Ｍ
ＰＲによって影響されるか否かを示すこと、をさらに備えるＣ１０に記載の方法。
［Ｃ１２］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少も
していない場合に、インジケーションを提供することを備えるＣ１１に記載の方法。
［Ｃ１３］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加した場合
に、インジケーションを提供することを備える、Ｃ１１に記載の方法。
［Ｃ１４］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少した場合
に、インジケーションを提供することを備える、Ｃ１１に記載の方法。
［Ｃ１５］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
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すことは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響された場合にインジ
ケーションを提供することを備える、Ｃ１１に記載の方法。
［Ｃ１６］
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、Ｃ１０に記載の方法。
［Ｃ１７］
　無線通信の方法であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）をレポートせよとの要求をイボルブド・ノードＢ
から受信することと、
　前記Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信す
ることと、を備える方法。
［Ｃ１８］
　無線通信のための装置であって、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定する手段
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガする手段と、を備える装置。
［Ｃ１９］
　前記トリガする手段は、前記現在のＰ－ＭＰＲと前のＰ－ＭＰＲとの変化がしきい値を
超えており、前記前のＰ－ＭＰＲが最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲであるこ
とに基づいて前記ＰＨＲのトリガをリプレースする、Ｃ１８に記載の装置。
［Ｃ２０］
　前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいて変化したか否かを示す手段と、
　前記変化が示された場合、前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいてどのように変
化したのかとを示す手段と、をさらに備えるＣ１８に記載の装置。
［Ｃ２１］
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける現在のＰ－
ＭＰＲによって影響されるか否かを示す手段、をさらに備えるＣ２０に記載の装置。
［Ｃ２２］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を
受けることを示す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失
変化しきい値以上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供する、Ｃ
２１に記載の装置。
［Ｃ２３］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を
受けることを示す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失
変化しきい値以上まで増加している場合に、インジケーションを提供する、Ｃ２１に記載
の装置。
［Ｃ２４］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響されず、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を
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受けることを示す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失
変化しきい値以上まで減少している場合に、インジケーションを提供する、Ｃ２１に記載
の装置。
［Ｃ２５］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影
響された場合にインジケーションを提供する、Ｃ２１に記載の装置。
［Ｃ２６］
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、Ｃ２０に記載の装置。
［Ｃ２７］
　無線通信のための装置であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）におい
て変化したか否かを示す手段と、
　前記変化が示された場合、前記電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が前記電力ヘッド
ルーム・レポート（ＰＨＲ）においてどのように変化したのかを示す手段と、
　前記ＰＨＲを送信する手段と、を備える装置。
［Ｃ２８］
　レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－Ｍ
ＰＲによって影響されるか否かを示す手段、をさらに備えるＣ２７に記載の装置。
［Ｃ２９］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前
記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最
後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加
も減少もしていない場合に、インジケーションを提供する、Ｃ２８に記載の装置。
［Ｃ３０］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前
記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最
後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加
した場合に、インジケーションを提供する、Ｃ２８に記載の装置。
［Ｃ３１］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前
記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最
後のレポートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少
した場合に、インジケーションを提供する、Ｃ２８に記載の装置。
［Ｃ３２］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
す手段は、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響された場合
にインジケーションを提供する、Ｃ２８に記載の装置。
［Ｃ３３］
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、Ｃ２７に記載の装置。
［Ｃ３４］
　無線通信のための装置であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）をレポートせよとの要求をイボルブド・ノードＢ
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から受信する手段と、
　前記Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信す
る手段と、を備える装置。
［Ｃ３５］
　無線通信のための装置であって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　前記少なくとも１つのプロセッサに接続されたメモリとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定すること
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガすることと、を実行するように構成された、装置。
［Ｃ３６］
　前記トリガすることは、前記現在のＰ－ＭＰＲと前のＰ－ＭＰＲとの変化がしきい値を
超えており、前記前のＰ－ＭＰＲが最後のＰＨＲが送信された場合のＰ－ＭＰＲであるこ
とに基づいて前記ＰＨＲのトリガをリプレースする、Ｃ３５に記載の装置。
［Ｃ３７］
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、
　前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいて変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記現在のＰ－ＭＰＲが、前記ＰＨＲにおいてどのように変
化したのかとを示すことと、を実行するように構成された、Ｃ３５に記載の装置。
［Ｃ３８］
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭ

ＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示すこと
、をさらに実行するように構成された、Ｃ３７に記載の装置。
［Ｃ３９］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加も減少もしていない場合に、インジケーションを提供するように構成された、
Ｃ３８に記載の装置。
［Ｃ４０］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで増加した場合に、インジケーションを提供するように構成された、Ｃ３８に記載の
装置。
［Ｃ４１］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されず、前記
レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響を受けることを示
す最後のレポートから、前記現在のＰ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以
上まで減少した場合に、インジケーションを提供するように構成された、Ｃ３８に記載の
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装置。
［Ｃ４２］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響されるか否
かを示すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記現在のＰ－ＭＰＲによって影響された場合に
インジケーションを提供するように構成された、Ｃ３８に記載の装置。
［Ｃ４３］
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、Ｃ３７に記載の装置。
［Ｃ４４］
　無線通信のための装置であって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　前記少なくとも１つのプロセッサに接続されたメモリとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）におい
て変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が前記電力ヘッド
ルーム・レポート（ＰＨＲ）においてどのように変化したのかを示すことと、
　前記ＰＨＲを送信することと、を実行するように構成された、装置。
［Ｃ４５］
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、レポートされた現在の最大出力電力ＰＣＭ

ＡＸ，ｃが、前記ＰＨＲにおける前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示すように
構成された、Ｃ４４に記載の装置。
［Ｃ４６］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加も減少も
していない場合に、インジケーションを提供するように構成された、Ｃ４５に記載の装置
。
［Ｃ４７］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで増加した場合
に、インジケーションを提供するように構成された、Ｃ４５に記載の装置。
［Ｃ４８］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されず、前記レポー
トされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響を受けることを示す最後のレポ
ートから、前記Ｐ－ＭＰＲが、ダウンリンク経路喪失変化しきい値以上まで減少した場合
に、インジケーションを提供するように構成された、Ｃ４５に記載の装置。
［Ｃ４９］
　前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが、前記Ｐ－ＭＰＲによって影響されるか否かを示
すために、前記少なくとも１つのプロセッサは、前記レポートされたＰＣＭＡＸ，ｃが前
記現在のＰ－ＭＰＲによって影響された場合にインジケーションを提供するように構成さ
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れた、Ｃ４５に記載の装置。
［Ｃ５０］
　前記ＰＨＲは、拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素を備え、前
記インジケーションは、前記拡張電力ヘッドルーム媒体アクセス制御（ＭＡＣ）制御要素
に含まれる、Ｃ４４に記載の装置。
［Ｃ５１］
　無線通信のための装置であって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　前記少なくとも１つのプロセッサに接続されたメモリとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）をレポートせよとの要求をイボルブド・ノードＢ
から受信することと、
　前記Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信す
ることと、を実行するように構成された、装置。
［Ｃ５２］
　コンピュータ・プログラム製品であって、
　前の電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）と現在のＰ－ＭＰＲとの差分を判定すること
と、ここで、前記前のＰ－ＭＰＲは、前記前のＰ－ＭＰＲによる電力バックオフが適用さ
れていることを示すインジケーションが通信された場合のＰ－ＭＰＲである、
　前記差分がしきい値よりも大きく、前記現在のＰ－ＭＰＲが最大電力低減（ＭＰＲ）と
追加のＭＰＲ（Ａ－ＭＰＲ）との総和よりも大きい場合、電力ヘッドルーム・レポート（
ＰＨＲ）をトリガすることと、のためのコードを備えるコンピュータ読取可能な媒体を備
える、コンピュータ・プログラム製品。
［Ｃ５３］
　コンピュータ・プログラム製品であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）におい
て変化したか否かを示すことと、
　前記変化が示された場合、前記電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）が前記電力ヘッド
ルーム・レポート（ＰＨＲ）においてどのように変化したのかを示すことと、
　前記ＰＨＲを送信することと、のためのコードを備えるコンピュータ読取可能な媒体を
備える、コンピュータ・プログラム製品。
［Ｃ５４］
　コンピュータ・プログラム製品であって、
　電力管理最大電力低減（Ｐ－ＭＰＲ）をレポートせよとの要求をイボルブド・ノードＢ
から受信することと、
　前記Ｐ－ＭＰＲに関連する情報を含む電力ヘッドルーム・レポート（ＰＨＲ）を送信す
ることと、のためのコードを備えるコンピュータ読取可能な媒体を備える、コンピュータ
・プログラム製品。
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